
関西圏の水素ポテンシャルマップについて 平成30年3月22日
エネルギー検討会

関西広域連合における水素の利活用拡大に向けた取組み

圏域内の先駆的な取組

全国に先駆け、水素関連の実証事業等が数多く実施。
・水素CGS活用スマートコミュニティ技術開発事業※（神戸市）
 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築実証事業※（神戸市）
 燃料電池        実用化 最適水素    整備 開発 実証事業（関西国際空港）
 固体酸化物形燃料電池   業務用 産業用    実証   事業化検討※

（大阪府和泉市・大阪市）

大学等15校、産業支援機関・公設試験研究機関49機関
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大学等、産業支援機関・公設試験研究機関

水素       燃料電池     構成機器  水素関連産業分野に
先進的に取り組む企業が数多く存在。
のべ58社
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水素関連分野参入企業
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ポテンシャルマップの概要

○水素に関する先駆的な取組、大学、産業支援機関、水素関連分野参入企業等の現状、水素アプリケーションの普及状況 など
○2030年頃 水素         普及見込等 水素利活用の可能性（ポテンシャル）

水素アプリケーションの普及台数等 定量的な予測が可能なものは 水素取扱量及 CO2排出量削減効果を試算。

平成 29 年度  ３ 年 計画   水素   関西   創生 低炭素            事業     国 地方創生推進交付金 活用  
○2030年頃 実現 念頭  関西    水素 製造 輸入 貯蔵 輸送 利活用           構想 策定  予定。
○29年度    基礎資料等     関西圏 水素      （現状 将来） 把握     化   

将来の水素ポテンシャル検討にあたっての基本的考え方
水素 燃料電池戦略ロードマップ及び水素基本戦略 踏  、
・ 海外   未利用     由来の水素供給システムの本格導入
・ 安価で安定的に環境負荷の少ない形で製造された水素による発電事業用水素発電の開始
を前提とし、圏域内 水素利活用拡大      想定。

など17事業 ※NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）助成事業

資料９



海外からの輸入水素による発電事業用の水素発電

関西圏の既設のガスタービン発電所において、一定割合の水素混焼が実施されるもの   水素 取扱量等を概算。

発電事業用 大規模 水素発電  技術開発 動向     天然   燃料   既設       発電    、天然ガスと水素の混焼により導入が始まる可能性が高い。
・天然   燃料         発電所が立地  エリア 堺 泉北エリア ・ 姫路   
・水素発電技術 確立や国際水素サプライチェーンの構築に向けた取組なども進展
2030年頃   既設       発電所 活用  輸入水素   水素発電 商用化 開始 期待される。
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既設大規模ガスタービン発電所の発電容量 ： 7,524.4千kW

水素の供給源となりうる地域資源
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圏域内   現在 太陽光 風力 下水汚泥等 様々 地域資源         活用 
今後 再生可能      利用 拡大        再  電気 水素 変換       貯蔵   Power to gas」技術の活用が期待。
また 下水汚泥 消化        水素 生成 利活用  取組 普及  可能性   。

様々な水素アプリケーション

燃料電池自動車（FCV）/水素ステーション

〔水素20％混焼〕
水素取扱量 約15万トン/年

CO2排出量削減効果 約110万トン/年

〔水素30％混焼〕
水素取扱量 約25万トン/年

CO2排出量削減効果 約180万トン/年

FCVは、現状約200台、2030年頃11万台程度 普及見込。
水素ステーションは、現状14箇所。今後、FCV普及とあいまって、120箇所程度 整備見込。
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燃料電池バス

現在、圏域内でFCバス試乗会が開催されるなど、将来
の普及に向けて機運醸成を図る取組が展開。2030年
頃には200台程度 導入見込。
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燃料電池フォークリフト

現在、圏域内で導入支援制度 創設するなど、空港を
中心に導入促進に向けた取組が展開。 2030年頃 
は、多くのフォークリフトが稼動する卸売市場、貨物取扱
空港、港湾倉庫等を中心に普及が進むものと期待。
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その他のアプリケーション

燃料電池     燃料電池船 純水素型定置用燃
料電池等    将来        検討     
 改質型定置用燃料電池     国 普及目標 
ベースに圏域内の普及数を予測。
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今後、FCV普及・拡大 向  関西広
域連合及び構成府県市の取組により
普及加速が期待。

姫路   

堺 泉北   

※商用水素ステーション（再エネ由来水素ステーションを除く）

2030年頃 FCV普及見込
11万台程度

水素取扱量 約1万トン/年
CO2排出量削減効果 約20万トン/年

FCV約290万台分

圏域のCO２排出量 
約1％


